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(57)【要約】
【課題】作製誤差により基線長が設計値から変化した場
合であっても精度の良い距離検出を可能とする。
【解決手段】測距装置は、結像光学系の第一の瞳領域を
通過した光束に対応する第一の信号からなる第一の像と
、前記結像光学系の第二の瞳領域を通過した光束に対応
する第二の信号からなる第二の像と、の像ズレ量を算出
する第一の算出手段と、前記測距画素の位置に応じた受
光量分布に基づく換算係数を用いて、前記像ズレ量から
デフォーカス量を算出する第二の算出手段と、を備える
。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に対応する第一の信号からなる第一の像と、
前記結像光学系の第二の瞳領域を通過した光束に対応する前記第二の信号からなる第二の
像と、の像ズレ量を算出する第一の算出手段と、
　測距画素の位置に応じた受光量分布に基づく換算係数を用いて、前記像ズレ量からデフ
ォーカス量を算出する第二の算出手段と、
　を備える、測距装置。
【請求項２】
　前記受光量分布に基づいて、前記換算係数を算出する第三の算出手段を更に備え、
　前記第二の算出手段は、前記第三の算出手段によって算出された前記換算係数を用いて
、前記像ズレ量から前記デフォーカス量を算出する、
　請求項１に記載の測距装置。
【請求項３】
　前記第三の算出手段は、
　均一輝度の被写体を撮影して得られる前記第一の信号または前記第二の信号から前記受
光量分布を取得し、
　当該受光量分布を、均一輝度の被写体を撮影した場合の前記第一の信号または前記第二
の信号の受光量分布の設計値と比較することによって前記換算係数を算出する、
　請求項２に記載の測距装置。
【請求項４】
　前記第三の算出手段は、
　前記第一の信号と前記第二の信号の比を前記受光量分布として取得し、
　当該受光量分布を、均一輝度の被写体を撮影した場合の前記第一の信号および前記第二
の信号の受光量分布の設計値の比と比較することによって前記換算係数を算出する、
　請求項２に記載の測距装置。
【請求項５】
　前記第三の算出手段は、前記受光量分布と受光量分布の設計値との差分を用いて、前記
換算係数を算出する、
　請求項２から４のいずれか１項記載の測距装置。
【請求項６】
　前記第三の算出手段は、前記受光量分布と受光量分布の設計値との比を用いて、前記換
算係数を算出する、
　請求項２から４のいずれか１項に記載の測距装置。
【請求項７】
　前記第三の算出手段は、前記受光量分布の画素位置に対する微分値と受光量分布の設計
値の画素位置に対する微分値とを用いて、前記換算係数を算出する、
　請求項２から４のいずれか１項に記載の測距装置。
【請求項８】
　前記第三の算出手段は、前記結像光学系のＦ値、射出瞳距離、口径食の値のうちの少な
くとも一つを含むレンズ情報も用いて、前記換算係数を算出する、
　請求項２から７のいずれか１項に記載の測距装置。
【請求項９】
　結像光学系と、
　前記結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に対応する第一の信号と、前記結像光学
系の第二の瞳領域を通過した光束に対応する第二の信号を取得し出力する測距画素を含む
撮像素子と、
　請求項１から８のいずれか１項に記載の測距装置と、を有することを特徴とする撮像装
置。
【請求項１０】
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　測距装置における測距方法であって、
　結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に対応する第一の信号からなる第一の像と、
結像光学系の第二の瞳領域を通過した光束に対応する第二の信号からなる第二の像と、の
像ズレ量を算出する第一の算出ステップと、
　測距画素の位置に応じた受光量分布に基づく換算係数を用いて、前記像ズレ量からデフ
ォーカス量を算出する第二の算出ステップと、
　を含む、測距方法。
【請求項１１】
　測距装置において用いられる測距パラメータ算出方法であって、
　結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に基づく第一の信号と、前記結像光学系の第
二の瞳領域を通過した光束に基づく第二の信号を取得するステップと、
　前記第一の信号と前記第二の信号の少なくとも一方に基づいて、測距画素の位置に応じ
た受光量分布を算出するステップと、
　前記受光量分布に基づいて、像ズレ量をデフォーカス量に変換するための換算係数を算
出するステップと、
　を含む、測距パラメータ算出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は測距技術に関し、特にデジタルスチルカメラやデジタルビデオなどに用いられ
る測距技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　デジタルスチルカメラやデジタルビデオカメラのＡＦ（Ａｕｔｏ　Ｆｏｃｕｓ）用途に
おいて、視差のついた視差像を取得し、位相差方式による距離検出を行う手法が知られて
いる。撮像素子の一部または全部の画素に測距機能を有する画素（以下、「測距画素」と
もいう。）を配置し、異なる瞳領域を通過した光束により生成される光像（以下、それぞ
れ「Ａ像」、「Ｂ像」という）を取得する。このＡ像とＢ像の相対的な位置ズレ量である
像ズレ量（視差ともいう）が算出され、レンズ瞳上でのＡ像とＢ像を形成する光束の重心
間隔である基線長をもとにした換算係数を用いて距離が算出される。
【０００３】
　このとき、周辺画角では光量や基線長が変化することが知られている。周辺画角では画
素へ入射する主光線の傾きが大きくなり、受光効率が低下し、光量が少なくなるという課
題がある。このため、受光効率を向上させるためにＰＤ（Ｐｈｏｔｏ　Ｄｉｏｄｅ）上の
マイクロレンズの位置を画素位置に応じてシフトさせる技術が存在する。特許文献１には
、作製誤差によりマイクロレンズのシフト量が設計値から変化した際に、ＰＤの出力を補
正する手法が開示されている。
【０００４】
　また、周辺画角ではレンズ枠等のケラレにより発生する口径食（「ビネッティング」と
もいう）の影響により、Ａ像やＢ像を形成する光束の重心位置が変化し、基線長が変化す
る。基線長の変化は測距時の換算係数の変化であるので、測距誤差の要因となる。このよ
うな周辺画角での基線長変化に対し、特許文献２には光学系の設計情報に基づき各光束の
重心位置変化量を補正する手法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－１８９３１２号公報
【特許文献２】特開２００８－２６８４０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　しかしながら、レンズや撮像素子の作製時の誤差により、ＰＤの感度特性は設計した特
性からずれが生じる。このような各画素におけるＰＤの感度特性の変化は受光する光束の
重心位置を変化させるため、基線長に変化が生じる。つまり、マイクロレンズシフト量の
設計値からのずれは各画素における基線長の設計値からの変化を引き起こし、これに伴い
測距換算係数が設計値から変化することで測距誤差が生じる。
【０００７】
　特許文献１ではマイクロレンズシフト量の作製誤差に伴う受光量の変化に対しＰＤから
の出力を補正する手法が開示されている。しかし、変化した基線長を補正していないので
像ズレ量から距離を算出する際に生じる測距誤差を低減することはできない。
【０００８】
　特許文献２では画角に応じた基線長の補正手法が開示されている。しかし、光学系の設
計値に基づく補正手法であり、作製時の誤差、特にマイクロレンズシフトの作製誤差に伴
い発生する基線長を補正することはできない。
【０００９】
　そこで、本発明は、作製誤差により基線長が設計値から変化した場合であっても精度良
く距離検出が可能な測距技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の第一の態様は、
　結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に対応する第一の信号からなる第一の像と、
前記結像光学系の第二の瞳領域を通過した光束に対応する第二の信号からなる第二の像と
、の像ズレ量を算出する第一の算出手段と、
　前記測距画素の位置に応じた受光量分布に基づく換算係数を用いて、前記像ズレ量から
デフォーカス量を算出する第二の算出手段と、
　を備える、測距装置である。
【００１１】
　本発明の第二の態様は、測距装置における測距方法であって、
　結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に対応する第一の信号からなる第一の像と、
前記結像光学系の第二の瞳領域を通過した光束に対応する第二の信号からなる第二の像と
、の像ズレ量を算出する第一の算出ステップと、
　測距画素の位置に応じた受光量分布に基づく換算係数を用いて、前記像ズレ量からデフ
ォーカス量を算出する第二の算出ステップと、
　を含む、測距方法である。
【００１２】
　本発明の第三の態様は、測距装置において用いられる測距パラメータ算出方法であって
、
　結像光学系の第一の瞳領域を通過した光束に基づく第一の信号と、前記結像光学系の第
二の瞳領域を通過した光束に基づく第二の信号を取得するステップと、
　前記第一の信号と前記第二の信号の少なくとも一方に基づいて、測距画素の位置に応じ
た受光量分布を算出するステップと、
　前記受光量分布に基づいて、像ズレ量をデフォーカス量に変換するための換算係数を算
出するステップと、
　を含む、測距パラメータ算出方法である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によると、作製時の誤差により基線長が設計値から変化した場合であっても高精
度な測距が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
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【図１】距離検出装置を備える撮像装置の構成を示す図。
【図２】中心領域の画素の受光感度を示す図。
【図３】周辺領域の画素の受光感度を示す図。
【図４】マイクロレンズシフト誤差に基づく基線長の変化を説明する図。
【図５】均一照明下での受光量分布を示す図。
【図６】基線長変化に対する補正を行う測距演算処理のフローチャート。
【図７】マイクロレンズアレイが全体に平行移動した場合を説明する図。
【図８】マイクロレンズアレイが全体に中心方向に移動した場合を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図を用いて本発明の実施形態における基線長の補正方法、ならびに基線長の補正
方法を備えた測距装置について説明する。全ての図において同一の機能を有するものは同
一の数字を付け、その繰り返しの説明は省略する。また、本発明の距離検出装置を備えた
撮像装置は、以下に示す実施例に限定されるものではない。例えば、デジタルビデオカメ
ラや、ライブビューカメラ等の撮像装置や、デジタル距離計測器等に適用することができ
る。
【００１６】
（第１の実施形態）
＜測距装置、測距手法＞
　図１は、本実施形態にかかる距離検出装置を備えた撮像装置１００を示す模式図である
。撮像装置１００は、結像光学系１０１と、距離検出装置（測距装置）１０２と、撮像素
子１０３を備えて構成されている。距離検出装置１０２は、演算処理部１０４とメモリ１
０５を有している。以下では、結像光学系１０１の光軸１０８はｚ軸と平行とする。さら
に、ｘ軸とｙ軸は互いに垂直であり、かつ光軸１０８と垂直な軸とする。
【００１７】
　撮像素子１０３は、図１（ｂ）に示すように、ｘｙ平面上に配列された多数の測距画素
（以降、単に「画素」とも呼ぶ）から構成されている。撮像素子１０３中心部の画素１１
３は、図１（ｃ）に示す断面図のようにマイクロレンズ１１１、カラーフィルタ１１２、
光電変換部１１０Ａ、１１０Ｂから構成されている。撮像素子１０３は、画素毎にカラー
フィルタ１１２によって検出波長帯域に応じた分光特性が与えられる。撮像素子１０３内
の画素は、図示しない公知の配色パターン（例えばベイヤー配列）によってｘｙ平面上に
配置されている。基板１１９は、検出する波長帯域で吸収を有する材料、例えばＳｉであ
る。基板１１９内部の少なくとも一部の領域には、イオン打ち込みなどで、光電変換部が
形成される。各画素は、図示しない配線を備えている。
【００１８】
　光電変換部１１０Ａおよび光電変換部１１０Ｂには、それぞれ射出瞳１４０の異なる領
域である第１の瞳領域１４１Ａを通過した光束１４２Ａおよび第２の瞳領域１４１Ｂを通
過した光束１４２Ｂが入射する。したがって、光電変換部１１０Ａおよび光電変換部１１
０Ｂは、それぞれ第１の信号および第２の信号を得る。以下では、第１の瞳領域１４１Ａ
を通過した光束１４２Ａが作る像をＡ像、光電変換部１１０Ａを含む画素をＡ画素、光電
変換部１１０Ａから取得される信号を第１の信号と呼ぶ。同様に、第２の瞳領域１４１Ｂ
を通過した光束１４２Ｂが作る像をＢ像、光電変換部１１０Ｂを含む画素をＢ画素、光電
変換部１１０Ｂから取得される信号を第２の信号と呼ぶ。各光電変換部で取得された信号
は、演算処理部１０４に伝送され測距演算処理が行われる。
【００１９】
　演算処理部１０４が行う測距演算処理の概要について説明する。像ズレ量算出処理（第
１算出処理）において、演算処理部１０４は、第１の信号の像であるＡ像と第２の信号の
像であるＢ像の間の相対的位置ズレ量である像ズレ量を算出する。像ズレ量は公知の手法
を用いる算出できる。例えば（式１）を用いて、Ａ像とＢ像の像信号データＡ（ｉ）、Ｂ
（ｉ）から相関値Ｓ（ｋ）を算出する。
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（式１）において、Ｓ（ｊ）は像シフト量ｊにおける２つの像の間の相関度を示す相関値
、ｉは画素番号、ｊは２つの像の相対的な像シフト量である。ｐ及びｑは、相関値Ｓ（ｊ
）の算出に用いる対象画素範囲を示している。相関値Ｓ（ｊ）の極小値を与える像シフト
量ｊを求めることで像ズレ量を算出することができる。なお、像ズレ量の算出方法は、上
記の方法に限定されるものではなく、他の公知の手法を用いてもよい。
【００２０】
　距離算出処理（第２算出処理）において、演算処理部１０４は、像ズレ量から距離情報
であるデフォーカス量を算出する。被写体１０６の像は、結像光学系１０１を介して撮像
素子１０３に結像される。図１（ａ）では射出瞳１４０を通過した光束が結像面１０７で
焦点を結び、焦点がデフォーカスした状態を示している。尚、デフォーカスとは結像面１
０７と、撮像面（受光面）とが一致せず、光軸１０８方向にズレた状態のことをいう。デ
フォーカス量は、撮像素子１０３の撮像面と結像面１０７との間の距離を示す。本実施形
態にかかる距離検出装置は、このデフォーカス量に基づいて被写体１０６の距離を検出す
る。画素１１３の各光電変換部で取得した、第１の信号に依拠するＡ像と、第２の信号に
依拠するＢ像との相対的位置ズレ量を示す像ズレ量ｒと、デフォーカス量ΔＬとは、（式
２）の関係を有している。

（式２）において、Ｗは基線長、Ｌは撮像素子（撮像面）１０３から、射出瞳１４０まで
の距離である。基線長Ｗは後述する画素の入射角に対する感度分布を射出瞳１４０面上に
投影した瞳感度分布の重心間隔に相当する。
【００２１】
　ここで、基線長Ｗ＞＞像ズレ量ｒが成り立つとき、（式２）の分母をＷで近似できるた
め、換算係数αを用いて、デフォーカス量ΔＬは（式３）のように書くことができる。

【００２２】
　像ズレ量をデフォーカス量に変換する係数を以下「換算係数」と呼ぶ。換算係数は、例
えば、前述の比例係数αあるいは基線長Ｗのことを言う。基線長Ｗの補正あるいは算出は
、換算係数の補正あるいは算出と同義である。
【００２３】
　なお、デフォーカス量の算出方法は、上記の方法に限定されるものではなく、他の公知
の手法を用いてもよい。
【００２４】
＜マイクロレンズシフト、マイクロレンズシフトによる基線長の変化＞
　撮像素子１０３の中心領域に配置された画素１１３は図１（ｃ）に示す画素１１３の中
心線１１４に対して光電変換部１１０Ａ、１１０Ｂが対称に配置され、マイクロレンズ１
１１の中心１１５も中心線１１４に一致するよう配置されている。撮像素子１０３の周辺
領域に配置された画素１２３の断面図を図１（ｄ）に示す。中心線１２４に対して光電変
換部１２０Ａ、１２０Ｂは対称に配置されているのに対し、マイクロレンズ１２１の中心
１２５は中心線１２４に対して中心領域方向（－ｘ方向）にマイクロレンズシフト量１２
６だけシフトして配置されている。このようなマイクロレンズシフトにより、撮像素子１
０３の周辺領域で受光することになる周辺画角で主光線が光軸１０８から傾いていても、
光電変換部１２０Ａ、１２０Ｂへ効率的に光を導くことができ、受光効率を向上できる。
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【００２５】
　図２（ａ）は中心領域の画素１１３の感度を示す模式図であり、横軸は光線が光軸１０
８となす入射角度、縦軸は感度を示している。実線３１０Ａは第１の瞳領域１４１Ａから
の光束１４２Ａを主として受光する光電変換部１１０Ａの感度、実線３１０Ｂは第２の瞳
領域１４１Ｂからの光束１４２Ｂを主として受光する光電変換部１１０Ｂの感度をそれぞ
れ示している。図２（ｂ）は、図２（ａ）に示した画素感度を、画素１１３から射出瞳１
４０上に射影して得られる瞳感度分布情報を示す。図２（ｂ）で、瞳形状３２０は画素１
１３から結像光学系１０１を通して見た射出瞳１４０の形状であり、色が濃い領域ほど高
い感度を有している。第１の重心位置である光電変換部１１０Ａの瞳感度分布の重心位置
３２１Ａと、第２の重心位置である光電変換部１１０Ｂの瞳感度分布の重心位置３２１Ｂ
との間隔である重心間隔３２２が基線長Ｗとなる。
【００２６】
　同様に、図３（ａ）は周辺領域の画素１２３の感度を示す模式図である。画素１１３と
光電変換部の組成や構成が同じであっても、マイクロレンズシフトの効果により図２（ａ
）と比較して入射角の分布がシフトしている。図３（ｂ）は、図３（ａ）に示した画素感
度を、画素１２３から射出瞳１３０上に射影して得られる瞳感度分布情報を示す。周辺画
角であるため瞳形状４２０は正円ではなく、レンズ枠などのケラレによる口径食を反映し
た形状となる。瞳感度分布情報はマイクロレンズシフトによる画素の感度分布のシフトの
影響と、口径食による瞳形状の変化の影響を反映した形状となる。従って、各光電変換部
の瞳感度分布の重心位置４２１Ａ、４２１Ｂ間の長さである重心間隔４２２は中心領域の
画素１１３の重心間隔３２２とは異なり、基線長Ｗの値も画素位置（像高）によって異な
る値となる。そのため、精度の高い測距を行うためには（式２）を用いた距離算出処理に
おいて、画素位置に応じた基線長の値を用いる必要がある。
【００２７】
　画角によって基線長が異なる際には、測距演算処理が上記で説明した内容から一部変更
される。像ズレ量算出処理は上記で説明した処理と同一であり、距離算出対象の画素位置
における像ズレ量が算出される。次に、画素位置に応じた基線長を選択するための基線長
選択処理（第３算出処理）が実施される。メモリ１０５には、結像光学系１０１の情報（
Ｆ値、射出瞳距離、口径食の値）に応じた基線長がテーブル形式であらかじめ格納されて
いる。演算処理部１０４は、距離算出対象画素に対応する基線長の値をテーブルから選択
する。距離算出処理では、演算処理部１０４は、選択した基線長の値を用いて（式２）に
よる測距演算処理を行う。
【００２８】
＜マイクロレンズシフト量の設計値からのずれによる基線長の変化、測距誤差＞
　図１（ｂ）に示す画素１３３は、撮像素子１０３の周辺領域である画素１２３の直近に
あり画素感度をはじめとする設計値は画素１２３と同一だが、作製誤差によりマイクロレ
ンズシフト量が設計値からずれていると想定する。画素１３３の断面図を図１（ｅ）に示
す。光電変換部１３０Ａ、１３０Ｂの対称線である中心線１３４に対するマイクロレンズ
１３１の中心１３５のマイクロレンズシフト量の設計値は、シフト量１３６である。実際
は作製誤差によりマイクロレンズシフト誤差１３７だけ中心領域方向（－ｘ方向）に設計
値より余分にシフトしている。画素１３３の光電変換部１３０Ａの感度の模式図を図４（
ａ）の実線６１０Ａに、光電変換部１３０Ｂの感度の模式図を図４（ｂ）の実線６１０Ｂ
に示す。ともに設計値である破線６１１Ａ、破線６１１Ｂと比較しマイクロレンズシフト
誤差１３７に相当する量、入射角に対する感度分布がシフトしている。図４（ｃ）は、図
４（ａ）、（ｂ）に示した画素感度を画素１３３から射出瞳１３０上に射影して得られる
瞳感度分布情報を示す。画素１３３と画素１２３は同じ像高とみなせるので口径食の影響
は等しく、瞳形状６２０は瞳形状４２０と同様な形状となる。しかしながら、画素感度分
布がマイクロレンズシフト誤差１３７の影響によりシフトしているため、各光電変換部の
瞳感度分布の重心位置は実線で示した６２１Ａ、６２１Ｂとなり、破線で示した設計値の
重心位置６２３Ａ、６２３Ｂよりシフトしている。実線で示した重心間隔６２２は破線で
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示した設計値の重心間隔６２４とは異なる値となり、マイクロレンズシフト誤差１３７に
よって基線長Ｗの値が変化し測距誤差が生じる。基線長Ｗの変化量はマイクロレンズシフ
ト誤差の方向およびその値、これにもとづく画素感度分布のシフト方向およびその大きさ
、口径食を反映した瞳形状、それらの重ね合わせである瞳面上に斜影した瞳感度分布の重
心位置の変化量によって決まる。本例では－ｘ方向にマイクロレンズシフト誤差１３７が
生じ、画素感度分布が負の角度側にシフトし、瞳形状６２０の射出瞳上に斜影した結果、
重心間隔６２２は設計値の重心間隔６２４より大きい値となる。つまり基線長Ｗは設計値
より大きな値となり、（式２）を用いて像ズレ量からデフォーカス量へ換算する測距演算
を行う際に、実際の距離より小さい距離値を算出することとなる。
【００２９】
　本実施形態にかかる距離検出装置においては、マイクロレンズシフト誤差により変化し
た基線長の値を補正し、補正した基線長を用いて測距演算を行う。これにより測距誤差を
低減する効果が得られる。基線長の補正処理については、以下で詳細に説明する。
【００３０】
＜受光量分布に基づく基線長補正＞
　作製誤差により生じる基線長の変化を補正するための基線長補正方法を説明する。
　均一輝度の照明を照射した時の撮像装置１００における受光量分布の設計値を図５（ａ
）に示す。横軸は画素位置、つまり像高であり、縦軸は各画素から出力される信号強度を
示す。撮像素子１０３の各画素のＡ画素に相当する光電変換部から出力される信号強度の
設計値が実線で示した受光量分布７０１Ａ、Ｂ画素に相当する光電変換部から出力される
信号強度の設計値が破線で示した受光量分布７０１Ｂである。均一輝度の被写体を撮影し
たときの受光量分布は、シェーディングならびにＡ画素およびＢ画素が持つ入射角に対す
る画素感度を反映し、画素位置に応じた（画素位置によって変化する）分布を有する。
【００３１】
　画素１３３においてマイクロレンズシフト量に誤差を持つ本実施形態にかかる撮像装置
１００に対し均一輝度の照明を照射した際の受光量分布を図５（ｂ）に示す。実線はＡ画
素の受光量分布７１１Ａであり、点線がＢ画素の受光量分布７１１Ｂである。受光量分布
７１１Ａ，７１１Ｂは、マイクロレンズシフト誤差１３７を有する画素１３３に対応する
画素位置７３３において受光量分布のずれ７２１Ａおよび７２１Ｂを持つ。受光量分布の
ずれ７２１Ａおよび７２１Ｂはマイクロレンズシフト誤差１３７に起因して生じるため、
画素位置７３３における実際の受光量の値と設計値とを比較することにより、基線長の補
正値を取得できる。この基線長補正処理について説明する。
【００３２】
　マイクロレンズシフト誤差の大きさならびにその方向によって、撮像素子上の画素の位
置に応じた受光量が変化し受光量分布が変化する。同時にマイクロレンズシフト誤差の大
きさならびにその方向によって、画素感度の入射角特性がシフトし射出瞳上に斜影した際
の瞳感度分布の重心位置がシフトし基線長Ｗの値が設計値より変化する。このように、撮
像素子上の画素の位置に応じた受光量分布の値の変化量と、基線長Ｗの値の変化量には対
応がある。そこで、受光量分布の変化に対応する基線長変化量を補正した補正済み基線長
の値を、画素位置に応じた補正値テーブルとしてメモリ１０５にあらかじめ格納しておく
。撮像装置１００は、均一照明下で取得した受光量分布の設計値からの変化量を算出する
。そして、算出した受光量分布の変化量から補正値テーブルをもとに対応する補正済み基
線長の値を決定し、対応する画素の基線長の値を補正済み基線長の値へ補正する。
【００３３】
　作製誤差に起因した基線長変化に対する補正を行う測距演算処理のフローチャートの一
例を図６に示す。ステップＳ６０１の画素選択処理では、演算処理部１０４は、距離算出
を行う画素の撮像素子上の位置を選択する。ステップＳ６０２の像ズレ量算出処理では第
１の信号の像であるＡ像と第２の信号の像であるＢ像の間の相対的な位置ズレ量である像
ズレ量の算出を行う。ステップＳ６０２の処理について既に説明したので、繰り返しは省
略する。



(9) JP 2015-212772 A 2015.11.26

10

20

30

40

50

【００３４】
　ステップＳ６０３の受光量分布取得処理では、演算処理部１０４は、前述のように画素
位置に対する受光量分布を取得する。ステップＳ６０４の基線長補正処理では、演算処理
部１０４は、上述した処理により受光量分布の変化から基線長の補正値を算出する。ステ
ップＳ６０５の基線長選択処理において、演算処理部１０４は、ステップＳ６０４に決定
された補正済み基線長の値を選択する。ステップＳ６０６の距離算出処理において、演算
処理部１０４は、ステップＳ６０５にて選択した補正済み基線長を含む基線長の値を用い
て距離算出を行う。なお、ステップＳ６０２の像ズレ量算出処理が本発明の第１算出処理
に相当する。ステップＳ６０３～Ｓ６０４の受光量分布取得処理および基線長補正処理が
第３算出処理に相当する。ステップＳ６０５～Ｓ６０６の基線長選択処理および距離算出
処理が第２算出処理に相当する。
【００３５】
　このようにして、補正済み基線長の値を距離算出処理における（式２）の基線長Ｗの値
として用いて距離算出することにより、マイクロレンズシフト誤差に起因した基線長の変
化による測距誤差を低減することができる。
【００３６】
　上記の説明では、各画素位置について、レンズ情報（結像光学系１０１のＦ値、射出瞳
距離、口径食の値）に応じた基線長をテーブル形式でメモリ１０５に格納しておき、受光
量分布の変化量を基にメモリ１０５に格納された基線長を補正している。しかしながら、
レンズ情報に応じた基線長をあらかじめ用意しておかず、各画素位置について基準となる
基線長のみを格納し、受光量分布の変化量およびレンズ情報から基線長を補正することも
好適である。この手法はメモリへの負荷を低減できことから好適である。また、実際の撮
影現場でレンズを交換した際にも、交換後のレンズデータをもとに基線長補正値が得られ
、撮影条件に応じた基線長補正処理が行える点でも好適である。
【００３７】
＜受光量分布から基線長変化量の算出方法の詳細＞
　受光量分布を取得すると基線長の補正量が算出できることを説明する。
　各画素における受光量は、該画素における図２（ａ）に示したような横軸を入射角度、
縦軸を受光感度とした入射角感度特性を該画素への入射角範囲で積分したものである。入
射角範囲は画素位置によって決まる結像光学系の口径食によって定まる。該画素位置の口
径食の値から算出した入射角範囲において、測定した受光量分布の変化量と一致するよう
な入射角感度特性のシフト量を算出できる。具体的には口径食により決まる入射角範囲で
ある積分範囲の幅を一定に保ったまま積分範囲の中心を変化させ、測定した受光量の変化
量と一致する積分範囲シフト量を算出する。算出した積分範囲シフト量と等しく入射角感
度特性をシフトし、該画素のシフト後入射角感度特性を射出瞳に斜影し、その重心位置を
求める。このようにして求めたＡ画素とＢ画素の重心の間隔が補正済み基線長の値である
。入射角感度特性を射出瞳に斜影する際に用いるのは射出瞳位置、射出瞳径またはＦ値、
の少なくともいずれかである。この計算をカメラ本体内の演算部で行うことは撮影者が任
意の撮影機会に補正を行える点で好適である。また、対応量をデータテーブルとして保持
しておくのは演算部への負荷を低減する観点から好適である。
【００３８】
　受光量分布の設計値からの変化量を取得する際に、取得した受光量分布の値と設計値の
受光量分布の値との差分から変化量を取得することができる。この方法は計算負荷を低減
する観点で好適である。両者の差分のうち０以外の値が受光量分布の変化量であり、前記
基線長変化量の算出方法に記載の手法にて補正済み基線長との対応が得られる。
【００３９】
　受光量分布の設計値からの変化量を取得する際に、取得した受光量分布の値と設計値の
受光量分布の値との比から変化量を取得することもできる。この方法は高精度に変化量を
算出できる観点で好適である。両者の比のうち１以外の値が受光量分布の変化量であり、
前記基線長変化量の算出方法に記載の手法にて補正済み基線長との対応が得られる。
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【００４０】
　受光量分布の設計値からの変化量を取得する際に、取得した受光量分布の微分値と設計
値の受光量分布の微分値との比較から変化量を取得することもできる。この方法は高精度
に変化量を算出できる観点で好適である。微分値を用いることにより図５（ｂ）に記載の
７２１Ａや７２１Ｂのような局所的な変化量を算出しやすくなる。微分値について上記の
ように差分または比による比較を行うことで、補正済み基線長との対応が得られる。
【００４１】
　なお、上述の方法により基線長の補正処理（図６のステップＳ８０１～Ｓ８０４）のみ
を行い、測距処理を行わないことも可能である。すなわち、上記の方法によって、製品組
み立て後の測距装置の校正処理（測距パラメータ算出処理）が実現できる。この校正処理
は、製品組み立て後に判明した作製誤差に対し、製品を再度組み立て直すことなく測距機
能を校正できる点で好適である。
【００４２】
＜基線長Ｗが変化する他の要因＞
　作製誤差により基線長が変化する要因はマイクロレンズシフト誤差だけではない。作製
時に撮像素子内のＰＤの光電変換部であるｐｎ接合領域が設計からずれた領域に形成され
た場合にもマイクロレンズとの相対位置が変化し、受光量分布が変化する。また、撮像素
子内のマイクロレンズとＰＤの間に導波路を備えた構造の場合、導波路の位置が作製誤差
によりずれた場合にも受光量分布が変化する。これらの場合にも、本発明の手法にて基線
長Ｗの補正を行うことが可能であり、測距誤差を低減する効果がある。
【００４３】
＜受光量分布を取得する他の手段＞
　受光量分布の取得方法は、一様照度の被写体を撮影する以外に、実写（任意の被写体撮
影）によって取得する方法であってもよい。すなわち、実写におけるＡ像とＢ像の信号か
ら画素位置に応じた受光量分布を取得することも好適である。この場合は、設計値である
受光量分布７０１Ａを設計値である受光量分布７０１Ｂで除した値に対し、実写によるＡ
像信号を実写によるＢ像信号で除した値を比較する。ただし、実写によるＡ像信号をＢ像
信号で除した値には被写体の像ズレ量に起因したピークが重畳されるため、Ｎ次多項式（
Ｎ：２以上の整数）によるフィッティング（近似）を行ったものを用いる。設計値である
７０１Ａ／７０１Ｂの値と、多項式近似後の実写によるＡ像信号とＢ像信号の比を、設計
値のＡ像信号とＢ像信号の比と比較することで、受光量分布の変化量を算出する。なお、
上記の処理において、Ｂ像信号をＡ像信号で除した値を比較しても構わない。比較は、上
述の差分や比、微分値による方法を用いて行えばよい。
【００４４】
（第２の実施形態）
　本実施形態では、撮像素子全面にわたってマイクロレンズアレイの位置が設計値から撮
像面内で平行移動して生じる作製誤差への基線長補正方法について説明する。
【００４５】
　図７（ａ）は撮像素子１０３を光軸１０８と平行なｚ軸に対し垂直な方向から見た断面
図である。撮像素子の各画素は、画素９０１の内部にＡ画素を構成する光電変換部９１１
Ａと、Ｂ画素を構成する光電変換部９１１Ｂから構成される。各画素の位置に応じたマイ
クロレンズシフト量を伴ったマイクロレンズアレイ９２１が光電変換部の上部に配置され
ている。マイクロレンズアレイは作製誤差により撮像面の面内方向である＋ｘ軸方向と平
行なシフト方向９３１へマイクロレンズシフト誤差を持つ。このときの均一照明に対する
画素位置に応じた受光量分布を、Ａ画素について図７（ｂ）に、Ｂ画素について図７（ｃ
）に示す。Ａ画素では、マイクロレンズシフト誤差の影響により各画素の受光効率が変化
し、取得される受光量分布９４２Ａは破線で示した設計値９４１Ａに対して画素位置＋ｘ
方向へシフトする。逆にＢ画素では、マイクロレンズシフト誤差の影響により各画素の受
光効率が変化し、取得される受光量分布９４２Ｂは破線で示した設計値９４１Ｂに対して
画素位置－ｘ方向へシフトする。このように取得された画素に対する受光量分布の変化に
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対して、第１の実施形態に記載の基線長補正処理ならびに距離算出処理を行うことで、作
製誤差に起因した基線長変化に伴う測距誤差を低減する効果が得られる。
【００４６】
　マイクロレンズシフト誤差の方向がシフト方向９３１の逆方向であった場合には、受光
量分布の設計値からのシフト方向が逆になる。
【００４７】
（第３の実施形態）
　本実施形態では撮像素子全面にわたってマイクロレンズアレイの位置が設計値より撮像
面内において撮像素子の中心方向へ移動して生じる作製誤差への基線長補正方法について
説明する。
【００４８】
　図８（ａ）は第２の実施形態と同様に撮像素子１０３を光軸１０８と平行なｚ軸に対し
垂直な方向から見た断面図である。撮像素子の各画素も同様に、画素１００１の内部にＡ
画素を構成する光電変換部１０１１Ａと、Ｂ画素を構成する光電変換部１０１１Ｂから構
成される。各画素の位置に応じたマイクロレンズシフト量を伴ったマイクロレンズアレイ
１０２１が光電変換部の上部に配置されている。マイクロレンズアレイは作製誤差により
撮像面の面内方向において、撮像素子の中心方向であるシフト方向１０３１へマイクロレ
ンズシフト誤差を持つ。つまり、画素の位置が＋ｘの時には－ｘの方向へ、画素の位置が
－ｘの時には＋ｘの方向へマイクロレンズシフトの値が設計値よりシフトしている。この
ときの均一照明に対する画素位置に応じた受光量分布を、Ａ画素について図８（ｂ）に、
Ｂ画素について図８（ｃ）に示す。Ａ画素において、マイクロレンズシフト誤差の影響に
より画素位置が＋ｘの領域では受光効率が向上し、画素位置が－ｘの領域では受光効率が
低下する。従って、破線で示した設計値１０４１Ａに対して取得される受光量分布１０４
２Ａは図８（ｂ）のように変化する。一方、Ｂ画素においては、マイクロレンズシフト誤
差の影響により画素位置が＋ｘの領域では受光効率が低下し、画素位置が－ｘの領域では
受光効率が向上する。従って、破線で示した設計値１０４１Ｂに対して取得される受光量
分布１０４２Ｂは図８（ｃ）のように変化する。このように取得された受光量分布の変化
に対して、実施形態に記載の基線長補正処理ならびに距離算出処理を行うことで、作製誤
差に起因した基線長変化に伴う測距誤差を低減する効果が得られる。
【００４９】
　マイクロレンズシフト誤差の方向がシフト方向１０３１の逆方向であった場合には、受
光量分布の設計値からの増減が逆方向になる。
【００５０】
　また、作製誤差によりマイクロレンズアレイの位置が撮像素子の高さ方向（ｚ軸方向）
にシフトした場合にも本実施例と同様な受光量分布の変化が生じる。－ｚ方向であるシフ
ト方向１０３２へマイクロレンズアレイの位置が設計値よりシフトした場合、各画素にお
ける受光効率の変化はシフト方向１０３１へマイクロレンズシフト誤差が生じた時と同じ
傾向に増減する。シフト方向１０３２の逆の場合には、増減の傾向も逆になる。
【００５１】
＜実装例＞
　上述した本発明の距離計測技術は、例えば、デジタルカメラやデジタルカムコーダなど
の撮像装置、あるいは撮像装置で得られた画像データに対し画像処理を施す画像処理装置
やコンピュータなどに好ましく適用できる。また、このような撮像装置或いは画像処理装
置を内蔵する各種の電子機器（携帯電話、スマートフォン、スレート型端末、パーソナル
コンピュータを含む）にも本発明を適用することができる。
【００５２】
　得られた距離情報は、例えば、画像の領域分割、立体画像や奥行き画像の生成、ボケ効
果のエミュレーションなどの各種画像処理に利用することができる。
【００５３】
　なお、上記装置への具体的な実装は、ソフトウェア（プログラム）による実装とハード
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ウェアによる実装のいずれも可能である。例えば、撮像装置や画像処理装置に内蔵された
コンピュータ（マイコン、ＦＰＧＡ等）のメモリにプログラムを格納し、当該プログラム
をコンピュータに実行させることで、本発明の目的を達成するための各種処理を実現して
もよい。また、本発明の全部又は一部の処理を論理回路により実現するＡＳＩＣ等の専用
プロセッサを設けることも好ましい。
【００５４】
　この目的のために、上記プログラムは、例えば、ネットワークを通じて、又は、上記記
憶装置となり得る様々なタイプの記録媒体（つまり、非一時的にデータを保持するコンピ
ュータ読取可能な記録媒体）から、上記コンピュータに提供される。したがって、上記コ
ンピュータ（ＣＰＵ、ＭＰＵ等のデバイスを含む）、上記方法、上記プログラム（プログ
ラムコード、プログラムプロダクトを含む）、上記プログラムを非一時的に保持するコン
ピュータ読取可能記録媒体は、いずれも本発明の範疇に含まれる。
【符号の説明】
【００５５】
　１０２　距離検出装置
　１０４　演算処理部

【図１】 【図２】
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